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１-１  事業概要 
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市場変化に対応し、フロントエンジニアリング体制を強化 

７％ 

３６％ 

５,１９５億円 

２０１５年度 
売上収益 

エネルギーソリューション 
ビジネスユニット 

電力 
ビジネスユニット 

原子力ビジネスユニット 

エネルギーバリューチェーンの全てのお客さまに協創型ソリューションを提供 

５７％ 

太陽光発電システム*2 

ガス絶縁開閉装置 

変圧器 

風力発電システム 

原子力プラント（ＡＢＷＲ）  形状変化型ロボット*1 

監視制御システム 

メーターデータ 
管理システム 

汚染水貯蔵タンク 

広域系統安定化
システム 

*1 資源エネルギー庁の汚染水対策事業費補助金にてIRID（国際廃炉研究開発機構）の業務として開発 
*2 岩沼市震災復興事業 いわぬま臨空メガソーラー発電所（28.3MW） 
ABWR： Advanced Boiling Water Reactor（改良型沸騰水型原子炉） 
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１-２  基本戦略  
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成長戦略 目標 

サービス事業を収益基盤に 
発電ソリューション・ 
送変電システム事業を拡大 

電力ビジネスユニット 

サービス事業のＩｏＴ化、高付加価値化の推進 

発電ソリューション事業の強化 

送変電システム事業の拡大 

国内基盤事業で 
安定収益を確保し、 
グローバル市場で成長 

エネルギーソリューションビジネスユニット 

 ＩＴ×ＯＴによるデジタル技術を活用した 
ソリューションで、お客さまの価値を最大化 

国内エネルギーシステム改革での実績をベースに
今後の改革に向けたソリューションに注力 

グローバル市場を牽引する北米市場へ重点投資 

国内事業を基盤とし、 
海外事業で成長、収益向上 

原子力ビジネスユニット 

福島第一廃止措置への取り組み継続 

早期再稼働および長期安定運転への取り組み強化 

英国ホライズンプロジェクトの推進 

ＡＢＷＲ/ＥＳＢＷＲのグローバル展開 

 

 

 

IT： Information Technology   OT： Operational Technology    
ESBWR： Economic Simplified Boiling Water Reactor（革新型単純化沸騰水型原子炉） 
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海
外 

世界の発電電力量は拡大の見通し 

新たな法的枠組みが採択、地球温暖化
対策が加速（ＣＯＰ２１「パリ協定」） 

自然エネルギー、原子力のニーズ拡大 

マイクログリッドなど新市場拡大 

１-３  市場環境 
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市場動向 

国
内 

電力自由化が本格化 

系統連系強化のニーズ拡大 

 ＩＴ×ＯＴによるソリューション市場創出 

風力市場拡大、原子力は重要な 
ベースロード電源と位置づけ 

市場展望 

ＩＴ×ＯＴによるデジタル技術を活用したソリューション市場創出、自然エネルギーと原子力の市場拡大 

0%

50%

100%

2010 2013 2030

自然エネ 

原子力 

ガス火力 

石油火力 

石炭火力 

日本の電源構成  

２２～２４％ 

２０～２２％ 

（内訳） 

0

20

40

２０１３ ２０２０ ２０３０ 

自然エネ 

原子力 

天然ガス 

石油 

石炭 

出典：World Energy Outlook 2015 

基準 

１.４倍 

１.２倍 

世界の発電電力量 

（年） 

１.２倍 

（兆ｋＷｈ） 

（内訳） 

２.０倍 

１.６倍 

（年） ２０１０ ２０１３ ２０３０ 
出典：経済産業省  

（年） 
0

500

2010 2020 2030

太陽光 

風力 

地熱 

バイオマス 

廃棄物 

水力 

（ＭＷｈ） 

基準 

１.８倍 
１.６倍 

２０１０  ２０２０  ２０３０ 
出典：アメリカエネルギー情報局 

世界の自然エネルギー市場 

COP21： 国連気候変動枠組条約第２１回締約国会議 
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１-４  目標ポジション 
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グローバルメジャープレーヤーをめざした事業拡大・収益力強化 

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

40
営業利益率 
   （％） 

２０１５年度 

２０１８年度 

日立 
Ｂ社 Ｃ社 

Ｅ社 

～ 

～ 

Ａ社 

売上高 
（億円） 

10,000 20,000 

Ｄ社 

0 

‐30 

Ｆ社 

*1 為替レート：120円/ドル、125円/ユーロ 
*2 各社電力事業（火力事業は含まず）売上高、営業利益率は日立推計 
   （2014/2015年度ベース、円グラフの大きさは売上規模に比例） 
*3 各社事業再編影響を反映済み 
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２  ２０１５中期経営計画の総括 
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２０１５年度 
実績 

前回見通し*1 偏差 
（参考） 

２０１５中期経営計画 
当初目標*2 

売上収益 5,195憶円 4,600憶円 ＋595億円 5,000憶円 

調整後営業利益率 2.2％ 2.2％ - - 

ＥＢＩＴマージン 1.1％ 5.9％ ▲4.8％ 11.6％ 

成果 課題 

エネルギー 
ソリューション 
ビジネスユニット 

エネルギーソリューション事業の 
立ち上げ 

海外ベンダーとの協業推進 

高収益事業の立ち上げ 

海外事業強化（北米ほか） 

電力 
ビジネスユニット 

風力国内トップシェア、太陽光の 
事業拡大 

サービス事業拡大と高収益化 

送変電システム事業の 
グローバルＳＣＭ、競争力強化 

火力案件発生費用ミニマム化 

風車ラインアップ拡充 

電力システム改革への取り組み強化 

原子力 
ビジネスユニット 

福島対応、新規制、再稼働の 
着実な推進 

英国ホライズンプロジェクトの 
順調な進捗 

ＢＷＲ早期再稼働 

英国ホライズンプロジェクトの 
投資魅力向上 

*1 2015年6月11日時点 
*2 2013年6月13日時点、米国会計基準 

SCM： Supply Chain Management 
BWR： Boiling Water Reactor（沸騰水型原子炉） 
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３-１  業績推移 
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サービス売上 
収益比率 

海外売上 
収益比率 

47％ 48％ 40％ 

9％ 13％ 16％ 

２０１５年度 
（実績） 

２０１６年度 
（見通し） 

２０１８年度 
（目標） 

600 

400 

200 

0 

6,000 

4,000 

2,000 

0 

390 
（7.1％） 

700 
（12.7％） 

5,500 

■売上収益  ■調整後営業利益（ ● 調整後営業利益率 ）  ■ＥＢＩＴ（ ■ ＥＢＩＴマージン） 

売上収益（億円） 

調整後 
営業利益 

/ＥＢＩＴ（億円） 

4,630 30 
（0.6％） 

230 
（5.0％） 

5,195 

112 
（2.2％） 

56 
（1.1％） 

受注高 

受注残 

5,983億円 4,653億円 

6,428億円 6,451億円 

EBIT： Earnings Before Interest and Taxes（支払金利前税引前利益） 

*電力・エネルギー事業の合計数値には、エネルギーソリューションBUに計上している電力・エネルギー業界向けITシステム事業分は含まない。 
 なお、電力・エネルギー業界向けITシステム事業分は、情報･通信システムセグメントに計上。 
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3,000

4,000

5,000

6,000

３-２  業績推移 

売上収益 

0

200

400

２０１６年度（見通し） ２０１８年度（目標） 

4,630 

5,500 
大規模 

プロジェクト減 
▲554 売価下落 

▲19 

事業規模増 
＋870 

112 
30 

390 

事業規模増 
原価低減他 

＋250 

大規模 
プロジェクト減 

▲86 売価下落 
▲19 

（億円） 

為替影響 
＋7 

～ 

～ 

0 

不採算事業・ 
案件収束 

＋110 

調整後営業利益 

２０１５年度（実績） 

２０１６年度（見通し） ２０１８年度（目標） ２０１５年度（実績） 

5,195 

（億円） 

原価低減 
＋16 

為替影響 
＋8 

11 
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３-３  コスト削減とキャッシュ創出力強化 
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事業効率の見直しによりコスト削減とキャッシュ創出を推進 

国内固定費の総見直し 
- 国内人員の最適化 
- 間接業務のＢＰＯ化促進 

間接コストの見直し 
- 継続的業務棚卸活動推進 

販
管
費 

グローバル拠点の生産技術力強化 

マザー工場のコア生産技術開発力強化 

グローバルサプライチェーン構築 

 ＩＴ改革による生産性向上 

グ
ロ
ス
マ
ー
ジ
ン 

Ｅｎｄ ｔｏ Ｅｎｄのリードタイム短縮 

案件別キャッシュフロー管理の徹底 

棚卸残高縮減活動の継続 

キ
ャ
ッ
シ
ュ
創
出 

ＣＣＣ 

２０１５年度 
（実績） 

２０１６年度 
（見通し） 

２０１８年度 
（目標） 

87.0日 91.0日 75.0日 

２０１５年度 
 （実績） 

２０１６年度 
 （見通し） 

２０１８年度 
 （目標） 

（％） 

0 
0 

▲2.2 

3.3 

0.6 
1.5 

グロスマージン 

販売費および 
一般管理費率 

改善ポイント 

BPO： Business Process Outsourcing 
CCC： Cash Conversion Cycle（運転資金手持日数） 
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３-４  まとめ 

２０１８年度目標 

新市場に対応したＩＴ×ＯＴによるデジタル技術を活用した 
ソリューションの提供 

電力基盤市場に向けた高信頼性システム、サービスの提供 

エネルギーバリューチェーンの全てのお客さまに 
協創型ソリューションを提供 

13 

２０１８年度 ２０１５年度比 

売上収益 5,500億円  5.9％ 増 

調整後営業利益率 
（ＥＢＩＴマージン） 

7.1％（12.7％） 4.9％（11.6％） 改善 

© Hitachi, Ltd. 2016. All rights reserved. 
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4‐1 エネルギーソリューションビジネスユニット 

１）-１  設立の狙い 

15 

電力会社 
通信系 
金融系 

デベロッパー ガス会社 製造業 
運輸・ 
流通系 

マクロ環境 

お客さまの 
課題 

日立 

協創 

エネルギー課題に対しお客さまとの「協創」によりソリューションを提供 
マーケット別のフロントＢＵへエネルギーソリューションコアを提供 

 
 

規制緩和 資源価格の変動 地球環境問題 技術革新 

設備投資 
最適化 

省エネによる 
コスト削減 

ＣＯ２排出量 
削減 

多種多様な 
設備の管理 

エネルギーソリューションBU 

各フロントBU 

サービス＆プラットフォームBU／インダストリアルプロダクツBU 
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4‐1 エネルギーソリューションビジネスユニット 

１）-２  主要事業 

16 

デジタル技術を活用したソリューション 

マイクログリッド 
設備状態監視 

システム 
意思決定支援 

システム 
広域系統安定化 

システム 

エ
ネ
ル
ギ
ー 

 

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン 

 
 

 

ビ
ジ
ネ
ス
ユ
ニ
ッ
ト 

サ
ー
ビ
ス
＆
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム 

ビ
ジ
ネ
ス
ユ
ニ
ッ
ト 

事業化 

コンサル 長期保守 ＰＰＡ 

協創 

ＳＩ コンポーネント 

発電プラント 

お客さま 

パートナー 

分散電源 

ＩｏＴプラットフォームとＳＩ、お客さまとの協創により、最適ソリューションを提供 

・・・ 

ＩｏＴプラットフォーム “Ｌｕｍａｄａ” 

基本機能群 

ソリューション機能群 

電力 
エネルギー 

アーバン 
金融・公共 
ヘルスケア 産業・流通・水 

アナリティクス 
 

人工知能 
 

Hitachi AI  
 Technology/H 

 

共生自律分散 セキュリティ 

ＩＴ、  ＯＴ、  ＩｏＴ 

PPA： Power Purchase Agreement   SI： System Integration   IT： Information Technology   OT： Operation Technology 
IoT： Internet of Things  
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4‐1 エネルギーソリューションビジネスユニット 

２）  業績推移 

18 

0

500

1,000

2015年度 
（実績） 

2016年度 
（見通し） 

2018年度 
（目標） 

一時的な売上増 

売上収益* 

（億円） 

851 
750 

1,100 

新領域 

デジタル技術を活用した 
ソリューション強化による 

事業拡大 

海外売上 
収益比率 １％ 6％ 24％ 

* 情報・通信システムセグメントに計上されている電力・エネルギー業界向けITシステム事業分を含む。 
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4‐1 

日立 

従来市場 

独占市場/大規模電源 

注力製品を 
選定し強化 

フロント 
ＢＵ 

エネルギーソリューションビジネスユニット 

３）-1  事業方針 

20 

競合他社比較 

デジタル技術活用ソリューションに注力し、 
グローバルに確固たるポジションを確立 

ＩＴ×ＯＴによるデジタル技術活用 
ソリューションの提供 

新市場（ソリューション） 
自由化市場/電源多様化 

社名 最近の動き 

Ｘ社 事業買収・ＩＴ系企業との提携により、エネルギー管理・オートメーション分野を強化 

Ｙ社 スマートグリッド・エネルギー管理向けＩＴ部門の事業買収でアナリティクス分野を強化 

Ｚ社 ＩｏＴ分野で共通プラットフォームを提供し、自社のサービスモデルを水平展開 

エネルギー 
ソリューション 
事業強力推進 

エネルギー 
ソリューション 

ＢＵ 
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4‐1 エネルギーソリューションビジネスユニット 

３）-２  めざす姿 （お客さま価値の最大化） 

21 

        変革の時間軸   
  

  
 

大           

お
客
さ
ま
の
価
値 

 
 

 
 

小 

２０１８年度目標 

設備・プラントの 
安定的な運用 

設備制御技術 
遠隔監視制御 

アナリティクスによる 
オペレーションの 

最適化 

設備状態監視システム 
ビッグデータ解析 
最適運用システム 

ビジネス 
インテリジェンスによる

経営の最適化 

意思決定支援システム 
業務系・基盤系・制御系 
  統合システム 

日立グループのノウハウ・実績活用により、最適ソリューションを提供 
デジタル技術を活用したソリューションでお客さま価値を最大化 
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３）-３  国内事業 （エネルギーシステム改革対応） 

22 

エネルギーシステム改革に不可欠な 
デジタル技術活用ソリューションを幅広く提供 

今後の注力分野 

ITを活用した 
需要家側リソースの 
アグリゲーション 

メーターデータなどの 
解析により、設備保
守、顧客サービスを 
最適化 

地域連系線の強化 
による広域系統利用を
拡大 

ＶＰＰ・ＤＲ 
システム 

高圧直流 
送電システム 
（ＨＶＤＣ） 

実績 

２０１６年４月運用開始 
高信頼性のシステム

提供 

広域的運営 
推進機関の 
基幹システム 

顧客・メーター 
データ管理 
システム 

（ＣＩＳ、ＭＤＭＳ） 

柏の葉スマートシティの
実績を水平展開 

北米地域で事業推進 

地域 
エネルギー
マネジメント 

提供価値 

広域系統
利用 

競争市場 
対応 

エネルギー 
最適利用 

ビッグデータ
解析 

ソリューション 

５０％*超のシェア獲得 
国際標準（ＩＥＣ）に準拠 
柔軟かつ短期間で料金

メニュー追加 

* 需要家数ベース      HVDC： High Voltage Direct Current  IEC： International Electrotechnical Commission 
     CIS： Customer Information System  MDMS ： Meter Data Management System  
                VPP： Virtual Power Plant  DR： Demand Response  
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国内基盤事業で安定収益を確保、北米市場への重点投資で成長を実現 

米国 

エネルギーソリューションビジネスユニット 

３）-４  グローバル市場へのアプローチ 

グローバル市場を牽引する 
北米成長分野に注力 

早期事業立ち上げ 

拠点開設（５月）と段階的な拡充 

アライアンス・Ｍ&Ａの効果的な 
活用を検討 

国内トップレベルを維持し、 
基盤事業で安定収益を確保 

広域運用と系統・需要家側市場
（広域系統安定化、直流送電、ＥＭＳ、ＣＩＳ、
ＥＡＭ、ＭＤＭＳ） 

自社の各地域拠点と連携・ 
コラボレーションを検討 

電力会社との合弁会社のシナジー、 
グローバル展開を検討 
（ＴＨＥパワーグリッドソリューション(株)、  
 (株)日立システムズパワーサービス） 

欧州、アジア 

日本 

M&A： Mergers and Acquisitions 
EMS： Energy Management System  EAM： Enterprise Asset Management 
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 戦略的取り組みにより、早期事業化・高収益化を加速 

エネルギーソリューションビジネスユニット 

３）-５  具体的取り組み -実証から実ビジネス展開へ 

戦略的取り組みにより、早期事業化・高収益化を加速 

米国  
ニュージャージー州  
蓄電池実証 

日本  
柏の葉 スマートシティ 

英国  
ＮＥＤＯ マンチェスター 
スマートグリッド実証 

米国  
ＮＥＤＯ ハワイ州 
スマートグリッド実証 

日本  
ＮＥＤＯ 伊豆大島 
ハイブリッド大規模蓄電池実証 

ポーランド  
ＮＥＤＯ 系統安定化実証 

インド  
キャパシティ・ビルディング実証 

スロベニア  
ＮＥＤＯ 配電自動化システム実証 

日本  
横浜市水道局 
水道・ガスメーター 
無線自動検針システム 

米国  
BPA系統安定化実証 

米国  
ニューヨーク州 
マイクログリッド  
実現性調査（ＦＳ）案件 

FS： Feasibility Study 
BPA： Bonneville Power Administration（米国エネルギー省ボンネビル電力局） 
NEDO： New Energy and Industrial Technology Development Organization（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構） 



© Hitachi, Ltd. 2016. All rights reserved. 

4‐1 

 

エネルギーソリューションビジネスユニット 

３）-６  海外事業（北米事業展開） 

25 

注力分野 北米拠点開設 

最新技術が生まれる北米の動向を 
追求したソリューションを提供 

お客さまのそば（フロント）で迅速な 
意思決定 

「共生自律分散」のコンセプトを生かし、
事業拡大 

市場規模の大きい北米地域からビジネス展開開始 
ニューヨークに拠点開設（5月）、デジタル技術を活用したソリューション事業を加速 

0

100

200

２０１５年度 

（実績） 

２０１６年度 

（見通し） 

２０１８年度 

（目標） 

売上収益 
（億円） 北米事業計画 

マイクロ 
グリッド 

蓄電 
システム 

系統安定化 
システム 

エネルギーセキュリティと  
レジリエンシーの高まり 

自然エネルギー導入拡大による 
系統安定化対策需要 

自然エネルギー導入拡大による 
電力品質低下や大規模停電対策 

10件以上のFS案件受注獲得済 
NY案件は終了後ＲＦＰフェーズへ 

北米３州*の自由化市場向けに 
系統用蓄電システムを展開 

ＢＰＡとの系統安定化共同研究を 
水平展開 

* カリフォルニア州（CA）、テキサス州（TX）、ニューヨーク州（NY） 
RFP： Request for Proposal（提案依頼書） 
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エネルギーソリューションビジネスユニット 

３）-７  事業モデルの変革 

26 

お客さまとの協創による収益モデル確立と、他業種展開により事業拡大 

     課題共有/サービスデザイン システム構築 サービス/成果報酬 水平展開 

異業種 
展開 

エネルギー 
ソリューション 
コアの開発 

ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
解
析
・需
要
予
測 ステークホルダーと

の合意形成を促進 
ＰｏＣによる課題解決 

成果による 
事業報酬モデル 

現場データ、機器稼働データ・・・ 

フロントＢＵ 
に展開 

コンサルティング ＰＰＡ/長期保守契約 

エネルギーバリューチェーン上のさまざまな課題を解決、お客さま価値を創出 

PoC： Proof of Concept（概念実証） 
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４）  まとめ 

28 

２０１８中期経営計画達成に向けた重点取り組み 

ＩＴ×ＯＴによるデジタル技術を活用した 
ソリューションを提供 

今後のエネルギーシステム改革に向けたソリューションに注力 
国内トップレベルの実績をベースに新たなソリューションを提供 

 

グローバル市場を牽引する北米市場への重点投資 
戦略的取り組みにより、早期事業化、高収益化を加速 

 

事業モデルの変革 
顧客協創による収益モデル確立と                                

他業種への水平展開 
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１）  事業概要 
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エネルギー市場のニーズ 

サービス事業 

：2016年度売上高比率(見通し) 

豊富な知見と技術力で、さまざまなお客さまとイノベーションを協創 

地球温暖化対策 
（ＣＯＰ２１「パリ協定」） 

３Ｅ＋Ｓ 
（電力システム改革） 

ＩｏＴによるスマート化 
（Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ Ｉｎｔｅｒｎｅｔ） 

製品、サービス、ソリューションで対応 

発電ソリューション事業 

予兆診断システム 

全国４０拠点展開 

フィールドサービスネットワーク ２４時間遠隔監視・支援センター 

３０％ 

４０％ 

％ 

関連会社： 三菱日立パワーシステムズ(株)、日立三菱水力(株) 

その他 

送変電システム事業 １５％ 

風力発電システム 太陽光発電システム* ガスエンジン ガス絶縁開閉装置 ＵＨＶ 変圧器 

１５％ * 岩沼市震災復興事業 いわぬま臨空メガソーラー発電所（28.3MW） 
COP21：国連気候変動枠組条約第２１回締約国会議 
3E+S： Energy Security（安定供給） Economic Efficiency（経済効率性の向上） Environment（環境への適合）+Safety（安全性） 
IoT ： Internet of Things    UHV ： Ultra High Voltage（超々高圧技術） 
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２）-１ 業績推移 
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3,200 
その他 

サービス 

発電 
ソリューション 

送変電システム 

サービスを基盤に発電ソリューション・送変電システム事業の拡大をめざす 

サービス売上 
収益比率 

海外売上 
収益比率 

40％ 40％ 40％ 

14％ 16％ 17％ 

0

1,000

2,000

3,000

２０１５年度 
（実績） 

２０１６年度 
（見通し） 

２０１８年度 
（目標） 

2,750 

ＣＡＧＲ 
（２０１５年→２０１８年） 

18％ 

16％ 

5％ 

6％ 売上収益（億円） 2,705 
（移管分を含めると2,849） 

事業移管分 

その他 

送変電システム 

発電ソリューション 

サービス 

CAGR： Compound Annual Growth Rate 
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２）-２  課題への取り組み状況 

33 

項目 取り組み 

火
力
案
件 

送
変
電
シ
ス
テ
ム 

 三菱日立パワーシステムズ(株)と 
連携した発生費用のミニマム化を 
推進 
 

 - 残作業・試運転の着実な遂行 
 - 運転開始時期遅延などの補償に 
   関する顧客交渉の早期収束 

 事業構造改革断行 
 

 - 海外拠点のスリム化・強化 
 - グローバルＳＣＭ最適化 
 

 徹底的な製品競争力強化 
 

 - 注力機種の絞込み、原価低減など 

成果 

 欧州全プラント運転開始済 

 国内プラント対策工事が 
オンスケジュールで進捗 

 海外受注高は前年度比 
3割増 

 注力機種の原価低減が 
オンスケジュールで進捗 

各案件とも計画通りに進捗 

２０１６年度大幅収支改善 

SCM： Supply Chain Management 
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２０１３年 
（実績） 

２０３０年 
（見通し） 

電力ビジネスユニット 

３）  市場環境 

35 

※ 2020年までの今後5年間の累計投資額見通し [US$]  
（出典：Goulden Reports 2014 などから日立推定） 

地球規模での温暖化対策ニーズが拡大 

電力需要増加に伴う分散電源ニーズが拡大 

系統連系強化のニーズが拡大 （グローバル・スーパーグリッド構想） 

国
内 

電力自由化の進展により多様なソリューション・サービスのニーズが創出 

自然エネルギー導入トレンドが風力にシフト 

系統連系強化のニーズが拡大 

自然エネ 

水力 

ＬＮＧ 

石油 

石炭 

原子力 

30.3％ 26％ 

1.0％ 

20～22％ 

14.9％ 
3％ 

43.2％ 

27％ 

8.5％ 9％程度 2.1％ 
13～15％ 

9,666億kWh 9,808億kWh 

国内長期エネルギー需給 電力流通関連の市場規模 （開閉装置、変圧器） 

10B 

17B 日本 

中東 

30B 

北米 

33B 

ヨーロッパ 

42B 

中国 

15B 

東南アジア 

省エネ１７％ 
・高効率分散電源 
 ニーズ拡大 

・風力導入量拡大 
・系統安定化 
 ニーズ拡大 

海
外 
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４）-１  成長戦略 
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成長戦略 目標 取り組み 

発電ソリューション事業 

サービス事業 

送変電システム事業 

売上収益５０％増 

風力発電 
国内トップシェア 

売上収益２０％増 

高付加価値 
サービス倍増 

電源ラインアップ強化 
・風力発電システム 
・バイオガス発電システム 

BU連携、トータルソリューション
事業展開 

自然エネルギー発電システムの
ＩｏＴ化推進 

“まるごと保守サービス”拡大 

コンポーネント競争力強化、 
国内シェアアップ 

分散電源ソリューション拡大 

 ＩｏＴ化、高付加価値化の推進 

お客さまニーズの多様化に 
ワンストップで対応 

注力地域における
プレゼンス獲得 

国内電力システム改革関連 
需要の取り込み強化 

注力地域の販売チャネル強化 

ＵＨＶ（超々高圧技術）の活用 

パートナーリング強化による 
事業拡大 

コンポーネント競争力強化、 
注力地域でのシェアアップ 



© Hitachi, Ltd. 2016. All rights reserved. 

4‐2 電力ビジネスユニット 

４）-２  サービス事業（１） 

38 

太陽光発電設備 

送変電機器 制御・電気盤 

風力発電設備 電動機 

発電事業Ｏ＆Ｍ 

サ
ー
ビ
ス
の
複
雑
さ 

シ
ン
プ
ル 

高
度 

長期包括保守 

協創型サービス 
・お客さまの価値向上 
・お客さまの事業支援 

従来保全の効率化 ＝ 収益向上 

事
業
領
域
拡
大 

包括保守拡大 ⇒ お客さま負担軽減 

高付加価値化 ⇒ お客さま事業拡大 

ＩＴ×ＯＴ/ビッグデータ解析技術 

豊富な発電設備運転ノウハウ 

ＩＣＴ/サービスネットワーク 

フロントBU 
サービス＆プラットフォームBU         
グループ会社 

協創型サービスでお客さまの事業規模・収益拡大に貢献 
フィールドサービスノウハウにＩＴを掛け合わせたソリューションを提供 

連携 

O&M： Operation & Maintenance 
ICT： Information and Communication Technology   
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グループ会社連携によるＢＰＯ型保守 
サービス 
・保守関連業務代行によるお客さま負担の軽減 
・異業種参入者のニーズに対応 

電力ビジネスユニット 

４）-３  サービス事業（２） 
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高付加価値サービス拡大 まるごと保守サービス拡大 

プロフィットシェア型Ｏ＆Ｍサービス 
・自然エネルギーソリューション事業への適用拡大 

 ＩｏＴ活用運転支援システム 
・発電設備ＩｏＴ化 
・２４時間遠隔監視・支援センター活用 

デジタル技術を活用したソリューションサービス 
・予兆診断システム「ＨｉＰＡＭＰＳ」適用範囲拡大 

100％ 120％ 
210％ 

２０１５年 
（実績） 

２０１６年 
（見通し） 

２０１８年 
（目標） 

高付加価値サービス伸張計画 
（２０１５年度を１００とした場合） 

[現状] 

個別に保守契約 

[めざす姿] 

一括契約 

連携対応 個別契約 

１４％ １６％ ２５％ 
サービス売上に 

占める割合 

お客さま：システム運用、設備運用、保守計画 

設備A 
[日立A社] 

設備B 
[日立B社] 

設備X 
(他社) 

・・・ 

お客さま：本業部分に集中 

日立：設備運用 / 保守計画  

設備A 設備B 
設備X 
(他社) 

HiPAMPS： Hitachi Power Anomaly Pick-up System, 
BPO： Business Process Outsourcing 



© Hitachi, Ltd. 2016. All rights reserved. 

4‐2 電力ビジネスユニット 

４）-４  自然エネルギーソリューション事業 
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■ 設計から運転開始まで、着実にＥＰＣサービス 

■ Ｏ＆Ｍによる差別化 

  ・グループ連携によるサービスメニュー拡充 

  ・優位技術（センサレス診断など）による差別化 

太陽光発電システム 

累計受注約６７０ＭＷ*（２６８ＭＷ運転開始済） 

風力発電システム 

■ 環境影響評価協力など事業開発時から参画 

■ 製造ライン増強により生産能力倍増 

■ ２．５ＭＷをラインアップに追加         
（２０１７年度投入予定） 

累計受注約２５０基（１１８基運転開始済） 

営
業

利
益

 

２０１５年度 
（実績） 

２０１６年度 
（見通し） 

２０１８年度 
（目標） 岩沼市震災復興事業  

いわぬま臨空メガソーラー発電所 （２８.３ＭＷ） 
ダウンウィンド型５ＭＷ 

風力発電システム 注：上記の円の大きさは売上規模を示す 

国内自然エネルギー導入量拡大へトータルソリューションで貢献 
風力発電システム国内トップシェア確保、 

アジア地域（日本と自然条件が近い地域）へ拡大 

* 太陽電池容量ベース 
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４）-５  分散電源ソリューション 

41 

豊富な電源ラインアップ 
- 風力・太陽光発電システム 
- ガスエンジン発電システム など 

熱供給を含むエネルギー 
マネジメントシステムの構築 

まるごと保守サービスの提供 

電力BUの強み 

エネルギーソリューションBUをはじめ 
フロントBUとの連携 

お客さまのニーズに対応する 
社会イノベーション 

２０１５年度 ２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度～ 

■ 事業ロードマップ 

キーコンポーネント 
強化 

注力顧客との 
協創事業 

事業拡大 
収益基盤化 

需要家Ａ 需要家Ｂ 

エネルギー管理 
システム 

特別高圧変電所 

蓄電システム 

需要家Ｄ 需要家Ｃ 

コージェネレーション 
風力発電設備 

特別高圧 
電力系統 

太陽光 
発電設備 

機器からソリューションまで多様な電源ニーズに対応 
地産地消型の熱電供給システムによる社会イノベーション事業を展開 
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４）-６  送変電システム事業 

めざすポジション 

 注力地域で確実な収益獲得 
  ・日本、北米、アジア、中東 

 ＵＨＶ（超々高圧技術）でグローバル 
  ポジション獲得 

 注力地域における販売チャネル強化 
 グローバル・スーパーグリッド構想事業 

・中国市場で実績のあるＵＨＶ事業を 
 グローバルに展開 
・グローバルＳＣＭの強みを発揮 

 電力システム改革対応への強化 
  ・高品質海外生産品の国内展開 

海 外 

国 内 

グローバルＳＣＭ 

北海オフショアグリッド 

北米・南米グリッド 

欧州スーパーグリッド 

アセアン 
 スーパーグリッド 

出典：IEEEを元に日立作成 

グローバル・スーパーグリッド構想 
（２０２０年代以降） 

高い技術力で系統連系強化のニーズに貢献 

北海オフショアグリッド 

欧州スーパーグリッド 

北米・南米グリッド アセアン 
 スーパーグリッド 

中東市場 

東南アジア 
市場 

中国市場 北米市場 

サウジアラビア 

日本 北米 
中国 

インドネシア 

 ：部品供給   ：製品供給   ：拡販納入 

42 
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0

2

4

6

8

２０１５年度 

（実績） 

２０１６年度 

（見通し） 

２０１８年度 

（目標） 

電力ビジネスユニット 

４）-７  Hitachi Smart Transformation Project 

43 

販管費率 

売上高変動費、販管費の改善 

変動費率 

バリューチェーン・イノベーション活動の強力推進 
  ・フロント調達機能整備による受注前コスト 
    作り込み 

グローバルSCMで高品質･低コストの実現 
マザー工場のコア生産技術強化 

業務プロセス改革で業務効率を改善 

国内固定費の総見直し、販管費の低減 

間接コスト 

生産コスト 

直接材コスト 

プロジェクトマネジメントシステム高度化でコスト
先手管理 

有識者リスクレビューでロスコスト防止 

プロジェクト管理 

モジュラーデザインの活用促進 

エンジニアリングアウトソーシングの拡大 

グローバル拠点調達コーチング 

拠点生産改革活動 

ＥＣＭ・ＳＣＭ 両面からのモノづくり改革 

あるべきコスト構造への変革に向けた取り組み 

コ
ス
ト
削
減 

目標改善比率 

ECM： Engineering Chain Management 
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５）  まとめ 

45 

サービス事業のＩｏＴ化、高付加価値化の推進 
新電力を始め、お客さまの多様なニーズにワンストップで対応 

 

発電ソリューション事業の競争力強化と協創による事業拡大 
自然エネルギー導入量拡大へトータルソリューションで貢献 

コンポーネント競争力強化、分散電源ソリューションの拡大 
 

送変電システム事業の事業拡大 
国内電力システム改革関連需要の取り込み強化 

ＵＨＶ（超々高圧技術）でグローバルポジションの獲得 

２０１８中期経営計画達成に向けた重点取り組み 

サービス事業とソリューション事業の両輪で高収益化 
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原子力ビジネスユニット 

１）  事業概要 

47 

英国ホライズンプロジェクト 

海外事業 

ウィルヴァ・ニューウィッド 

福島第一廃止措置対応 

燃料サイクル 再稼働対応 

エネルギーや温暖化の課題に先進原子力技術で応え 
地球の明るい未来を創る 

燃料輸送貯蔵兼用キャスク 

国内事業 

ベントフィルタ 

水中遊泳ロボット*1 燃料取出*2 

*1 資源エネルギー庁の発電用原子炉等廃炉･安全技術開発費補助金にてIRID（国際廃炉研究開発機構）の業務として開発 
*2 東京電力ホームページ資料より抜粋 
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1,800  
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10 

1,000 

0

1,000

2,000

3,000

2015 

(実績値) 

2016年 

(BU計画値) 

2018年 

(BU計画値) 

2020年 

(BU計画値) 

原子力ビジネスユニット 

２）  業績推移 
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1,872 
1,650 

2,800 

海外 

国内 

1,500 

２０１５年度 
 （実績） 

一時的な売上増 

1,537 

サービス売上 
収益比率 

海外売上 
収益比率 

90％ 90％ 75％ 

1％ 1％ 1％ 

50％ 

30％ 

２０１６年度 
 （見通し） 

２０１８年度 
 （目標） 

２０２０年度 
 （目標） 

売上収益（億円） 
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市場マクロ動向 

原子力ビジネスユニット 

３）  市場環境 

51 

海
外 

•世界の発電電力量は拡大の見通し 

•原子力発電量は２０４０年で２０１３年比 
約１.６倍*1 

•安全性と実績に対する高いニーズ 

•世界の原子力新設計画が多数存在 

国
内 

•原子力はエネルギーミックスにおける重要な
ベースロード電源と位置づけ 

•ＣＯＰ２１「パリ協定」を受け、温暖化対策責任
の明確化 （原子力+自然エネ比率４４％以上） 

•２０１５年８月国内初の原子力発電所再稼働 

国内電源構成見通し 
（エネルギーミックス） 

２０３０年 

１３-１５％ 

２７％ 

３％ 

２６％ 

２０-２２％ 

９％程度 

自然エネ 

ＬＮＧ 

石油 

原子力 

水力 

石炭 

２０３０年 
原子力発電量予測 

想定運転条件*2 

からの推定値 
電源構成見通し
に基づく発電量 

*2 想定運転条件 
   ・廃炉決定炉以外は全て再稼働 
   ・４０年運転 
   ・プラント稼働率７０％ 

ビジネス拡大のチャンス 

原子力発電比率２０～２２％達成へ 

・ 運転延長（４０年→６０年） 

・ プラント稼働率の向上 

*1 出典：World Energy Outlook2015, New Policies Scenario 
*2 出典：経済産業省 
COP21：国連気候変動枠組条約第２１回締約国会議 
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従来保全 

売
上
規
模
（国
内
） 

福島第一廃止措置対応 

年度 

新規制基準関連対応等（建設中プラント含む）  

２０１５ ２０２０ 

国内事業を基盤とし、海外事業で成長、収益向上 

原子力ビジネスユニット 

４）-１  事業戦略 

53 

共通施策 

 英国ホライズンプロジェクトの推進 

 ＡＢＷＲ/ＥＳＢＷＲのグローバル展開 

事業効率向上による
キャッシュの創出、 
利益の確保 

原子力発電の建設・
保守に必要な技術・
人財の維持・向上 

 福島第一廃止措置への取り組み継続 

 早期再稼働に向けた審査支援の継続、海外技術の活用 

 ＩｏＴ技術活用による安全性とプラント稼働率の向上 

再稼働に向けた新規制基準対応 

 運転延長と稼働率向上 

継続的安全裕度向上対策 

海外事業 （成長事業） 

運転延長・ 
稼働率向上対策 

国内事業 （基盤事業） 

強靭かつ効率的な
事業体質の構築 

特定重大事故等対処施設建設 

ABWR： Advanced Boiling Water Reactor（改良型沸騰水型原子炉）       IoT： Internet of Things 
ESBWR： Economic Simplified Boiling Water Reactor（革新型単純化沸騰水型原子炉） 
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4‐3 原子力ビジネスユニット 

４）-２  国内事業（１） 

54 54 54 

 福島復興への支援継続 

汚染水処理対策の安定性向上 

• サブドレン水（地下水）処理設備の２系統化による

設備安定化 

常用設備のリプレースなどによる信頼性向上 
サブドレン他浄化設備*1 

形状変化型ロボット*2 

• 「ロボット活用社会貢献賞」 
  受賞（日本ロボット学会） 
• 経済産業大臣より感謝状 

安全を優先し、福島第一廃止措置対応を推進 

 使用済燃料・燃料デブリの取出達成に向けた取り組み 

１号機使用済燃料プール内燃料取出 

• プール周囲ガレキ撤去、燃料取出・移送計画策定 

燃料デブリ取出技術の開発 

• 最先端技術を適用した高信頼性遠隔操作ロボット 

の開発推進 

*1：東京電力ホームページ資料より抜粋 
*2：資源エネルギー庁の廃炉・汚染水対策事業費補助金にてIRID（国際廃炉研究開発機構）の業務として開発 
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４）-３  国内事業（２） 

55 55 55 

燃料輸送貯蔵兼用キャスク受注拡大    

国内ＢＷＲ市場トップシェア 

 ＩｏＴ技術活用による安全性とプラント稼働率の向上 

 状態監視と予知保全による機器の経年劣化の早期発見・分析 

 オンラインメンテナンス適用による定期検査期間の短縮 

 ＢＷＲ再稼働に注力、後続プラントへ知見の反映 

 火災防護対策、耐震強化工事の推進 

 ベントフィルタ装置の海外技術活用（ＡＲＥＶＡ社）など 

 中間貯蔵施設、乾式貯蔵施設のニーズ拡大への対応 

 国内認可済み燃料輸送貯蔵兼用キャスクは日立のみ 
燃料輸送貯蔵兼用キャスク 

早期再稼働および長期安定運転に向けた取り組みの強化 

耐震サポートの設置 

配管 サポート 

BWR：Boiling Water Reactor（沸騰水型原子炉） 
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項目 ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７ ２０１８ ２０１９ ２０２０ ２０２１年以降 

主要 
工程 

許認可 

ＥＰＣ 

 ＥＰＣ推進体制の構築 

 日本における建設実績をもつＨＮＥとグローバル 
ＥＰＣ経験をもつ２社とのコンソーシアム体制構築 

原子力ビジネスユニット 

４）-４  海外事業（１） 

56 

ベクテル社 

ＥＰＣ推進体制 

日揮 ＨＮＥ 

ホライズン  

 炉型認証（ＧＤＡ）の着実な推進 

 ２０１７年末ＧＤＡ完遂（ＳＴＥＰ４推進中） 

 英国ＯＮＲがＡＢＷＲ炉型認証の順調
な進捗を評価* 

 

１次サプライヤーコンソーシアム 

 英国政府との協議推進・投資魅力向上 

 ホライズン社による継続的な協議推進 

 ダンカン・ホーソーン氏がホライズン社ＣＥＯに就任 
（原子力発電会社ブルースパワー社 前社長） 

原子力機器 
・設備関連 

建設工事 建設工事、 
工程管理 

英国ホライズンプロジェクト 

プロジェクトの確実な進捗と体制強化による事業価値向上 

１基目運開（２０２０年代前半予定）▼ 

▼ＦＩＤ（２０１９年予定） 炉型認可完遂（２０１７年予定）▼ 

Ｓｔｅｐ-４ ▼ 

サイトライセンス 

Ｓｔｅｐ-３ Ｓｔｅｐ-２ Ｓｔｅｐ-１ 

炉型認可（ＧＤＡ） 

▼ライセンス取得（２０１８年予定） 

▼日立ニュークリア・エナジー・ヨーロッパ社（ＨＮＥ）設立 

▼ＥＰＣコンソーシアム設立 

建設工事 
準備工事 

* Assessing new nuclear reactor designs  Generic Design Assessment Quarterly Report（November 2015 – January 2016） 
GDA： Generic Design Assessment  ONR： Office of Nuclear Regulation  FID： Final Investment Decision  
EPC： Engineering, Procurement and Construction 
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4‐3 原子力ビジネスユニット 

４）-５  海外事業（２） 

57 

英国事業で培った経験をグローバルに展開し、事業を拡大 
原子力新規建設推進国へ重点アプローチ（ＧＥＨとの連携） 

ベトナム 
日本チームで推進 インド 

米国 
Ｎｏｒｔｈ Ａｎｎａ-３*1、 
Ｆｅｒｍｉ-３*2で 
ＥＳＢＷＲ選択 

カナダ 
中小型炉
共同研究 

サウジ 
アラビア 

ＵＡＥ 
マレーシア・ 

タイ 

英国 
ホライズン 
プロジェクト、 
ＡＢＷＲ 
許認可推進 

リトアニア 
経済産業省とリトアニア
エネルギー省間で 
「原子力協力覚書」調印
（３月） 

ポーランド 
ＡＢＷＲ 
拡販 

*1 North Anna-3：ノースアナ原子力発電所3号機（ドミニオン社） 
*2 Fermi-3：フェルミ原子力発電所3号機（デトロイトエジソン社） 
GEH： GE-Hitachi Nuclear Energy 
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IT： Information Technology 

 ＩＴを活用した技術伝承 

• 業務ナビシステム適用拡大 
質の高いグローバル人財の採用 

• 現地ローカル人財の採用 
• 試験訓練施設の充実、業務資格認定の 

導入 

英国調達サプライチェーンの構築 

特殊仕様排除・競争促進による調達費の 
削減 

販管費/固定費削減 

福島・再稼働事業への建設プロジェクト 
マネジメント手法の適用 

英国プロジェクトEPCプロマネの育成・ 
補強 

コア業務の再定義とノンコア業務の 
アウトソーシング化 

外部コンサルによるコア業務プロセスの 
  分析・最適化 

 ＩＴ活用による設計・現地事務作業の 
合理化 

原子力ビジネスユニット 

４）-６  共通施策 

58 58 

0

1

2

3

4

２０１５年度 

（実績） 

２０１６年度 

（見通し） 

２０１８年度 

（目標） 

販管費率 

プロジェクトマネジメント強化 

生産・直接材・間接コスト 

事業効率向上による経営基盤強化 

技術・人財の維持・向上戦略 

売上高変動費、販管費の改善 

強靭かつ効率的な事業体質の構築 
（Ｈｉｔａｃｈｉ Ｓｍａｒｔ Ｔｒａｎｓｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｐｒｏｊｅｃｔの推進） 

変動費率 

目標改善比率 
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電力・エネルギー事業戦略 

［目次］ 

1） 事業概要 

2） 業績推移 

3） 市場環境 

4） 事業戦略 

5） まとめ 

1.  事業概要 

2.  ２０１５中期経営計画の総括 

3.  ２０１８中期経営計画 

4.  ビジネスユニット別戦略 

 

 

5.  総括 

4‐1．エネルギーソリューション 
4‐2．電力 
4‐3．原子力 
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4‐3 原子力ビジネスユニット 

５）  まとめ 

60 

２０１８中期経営計画 重点取り組み 

国内事業を基盤とし、海外事業で成長、収益向上 

 福島第一廃止措置への取り組み継続 

 早期再稼働および長期安定運転に向けた取り組み強化 
審査支援の継続、海外技術の活用 

 ＩｏＴ技術活用による安全性とプラント稼働率の向上 

 

 英国ホライズンプロジェクトの推進 
確実な進捗と事業価値の向上 

 

 強靭かつ効率的な事業体質の構築 
事業効率向上によるキャッシュの創出、 
  利益の確保 
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電力・エネルギー事業戦略 

［目次］ 

61 

1.  事業概要 

2.  ２０１５中期経営計画の総括 

3.  ２０１８中期経営計画 

4.  ビジネスユニット別戦略 

 

 

5.  総括 

4‐1．エネルギーソリューション 
4‐2．電力 
4‐3．原子力 
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５  総括 

２０１８年度目標 

新市場に対応したＩＴ×ＯＴによるデジタル技術を活用した 
ソリューションの提供 

電力基盤市場に向けた高信頼性システム、サービスの提供 

エネルギーバリューチェーンの全てのお客さまに 
協創型ソリューションを提供 

62 

２０１８年度 ２０１５年度比 

売上収益 5,500億円  5.9％ 増 

調整後営業利益率 
（ＥＢＩＴマージン） 

7.1％（12.7％） 4.9％（11.6％） 改善 

© Hitachi, Ltd. 2016. All rights reserved. 
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将来の見通しに関するリスク情報 

 本資料における当社の今後の計画、見通し、戦略等の将来予想に関する記述は、当社が現時点で合理的であると判断する
一定の前提に基づいており、実際の業績等の結果は見通しと大きく異なることがありえます。 
その要因のうち、主なものは以下の通りです。 
  
・主要市場（特に日本、アジア、米国および欧州）における経済状況および需要の急激な変動  
・為替相場変動（特に円／ドル、円／ユーロ相場）  
・資金調達環境  
・株式相場変動  
・新技術を用いた製品の開発、タイムリーな市場投入、低コスト生産を実現する当社および子会社の能力  
・長期契約におけるコストの変動および契約の解除  
・信用供与を行った取引先の財政状態 
・原材料・部品の不足および価格の変動  
・製品需給の変動  
・製品需給、為替相場および原材料価格の変動並びに原材料・部品の不足に対応する当社および子会社の能力  
・価格競争の激化 
・社会イノベーション事業強化に係る戦略  
・企業買収、事業の合弁および戦略的提携の実施並びにこれらに関連する費用の発生 
・事業再構築のための施策の実施  
・コスト構造改革施策の実施 
・主要市場・事業拠点（特に日本、アジア、米国および欧州）における社会状況および貿易規制等各種規制 
・製品開発等における他社との提携関係  
・自社特許の保護および他社特許の利用の確保  
・当社、子会社または持分法適用会社に対する訴訟その他の法的手続  
・製品やサービスに関する欠陥・瑕疵等  
・持分法適用会社への投資に係る損失  
・地震・津波等の自然災害、感染症の流行およびテロ・紛争等による政治的・社会的混乱 
・情報システムへの依存および機密情報の管理  
・退職給付債務に係る見積り 
・人材の確保 
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